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　日本生産性本部から昨年12月に，

2023年度（比較データは2022年

度実績値）の日本の労働生産性の

国際比較が発表されました。

2022年はコロナ後となります。

　日本企業の生産性について一例

を挙げてみます。弊社PMPはお

客様の半分以上が外国企業です

が，裏を返せば半数近くが日本企

業であるともいえます。外国企業

と日本企業は明らかに違う点が多

くあります。

　その 1つは会議についての違い

です。コロナ前の対面型の会議で

も観察されたこの違いが，コロナ

禍以後，オンライン会議が増えるに

つれてより顕著となりました。それ

は会議の出席者数です。日本企業

の場合，会議の出席者が外国企業

に比べると圧倒的に多くなる傾向

にあります。一方で，日本企業の

場合，会議中，全く発言しない出

席者も珍しくありません。比較的上

席の出席者が会議中，沈黙を守っ

ていることもまま見受けられます。

　さて，話を日本生産性本部の発

表に戻しましょう。

 時間当たり労働生産性

　日本の時間当たり労働生産性

は，52.3ドル。OECD加盟38ヵ国

中30位でした。1970年以降，最

も低い順位とのことです。それで

も前年と比較すれば，実質ベース

で0.8％上昇しています。

　日本生産性本部のグラフ（図 1）

をご覧ください。時間当たりの労

働生産性です。日本はもともと，

さほど上位にはいませんでした。

1970年では19位。それでも今より

はマシな順位ですが，当時は，日

本人は働きすぎ，日本の生産性の

高さは 1人ひとりの長時間労働が

支えているといわれていました。

図 1　主要先進 7ヵ国の時間当たり

労働生産性の順位の変遷

　それ以降，日本政府は時短を積

極的に推進しましたが，最初は有

給休暇の取得増も思うように進ま

ず，祝日を増やしました。残業規

制を強化し，ようやく時短を実現。

その結果が，時間当たりの生産性

30位だとPMPは思います。

 1人当たり労働生産性

　日本の 1人当たり労働生産性

は，85,329ドル。OECD加盟38ヵ国

中31位です。ポルトガル（88,777

ドル／ 866万円）のほか，ハンガ

リー（85,476ドル／ 834万円）や 

ラトビア（83,982ドル／ 819万円）

といった東欧・バルト海沿岸諸国

とほぼ同水準。順位も，1970年

以降で最も低い31位に落ち込ん

でいます（図 2）。

　日本生産性

本部の分析に

よれば， 1人

当たり労働生

産性の第 1位

はアイルランド

の255,296ド

ル。1980年代

の生産性の数

値は日本とさ

ほど変わらな

かったのですが，2010年から2022
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年の12年で2.5倍（名目），実質で

は1.8倍の伸びを示しています。

法人税率などを低く抑えてGoo-

gleやAppleなどの多国籍企業を呼

び込み，経済を急成長させました。

またこうした企業は，コロナ禍で

も活動があまり制約されず，コロ

ナ前と比較してコロナ後に経済は

34％拡大しています。

　コロナ後2022年の労働生産性が

実質ベースでコロナ前（2019年）

を上回る国は，OECD加盟38ヵ国

中28ヵ国にのぼりますが，日本

は2019年対比99.6％と，いまだに

コロナ前の状態にキャッチアップ

できていません。主要先進 7ヵ国

の中でも，米国（同104.5％）や

イタリア（同103.4％），英国（同

101.8％）をみると，コロナ前を

上回る水準を示しています。コロ

ナ禍からの回復の差が今回反映さ

れているといえましょう。

図 3　主要先進 7ヵ国の就業者 1人

当たり労働生産性の順位の変遷

（資料）OECD.Stat データベースをもとに日本生産性本部作成。下表：1991 年
以前のドイツは西ドイツ

　日本の労働生産性を米国と比較

すると，日本はアメリカの 1人当

たりで53％（2022年），時間当たり

でも同58％でしかないという結

果です。グラフ（図 3）のように，

もともと，日本の生産性はアメリ

カに比較すると低いといわれてい

ましたが，それでも2000年には

1人当たり（72％）・時間当たり

（71％）と，それぞれが米国の 7

割を超えていました。それを考え

れば，失われた20年の期間中に，

1人当たりで19％ポイント，時

間当たりで13％ポイントも対米

格差が拡大したことになります。

 製造業の労働生産性

　日本の製造業の労働生産性は，

94,155ドル。OECDに加盟する主要

34ヵ国中18位。米国の 6割弱（56

％）に相当し，フランス（96,949ド

ル）とほぼ同水準。この製造業の

労働生産性，2000年にはOECD諸

国でもトップでしたが，以後低落

傾向を示し，2015年以降は16 ～

19位で推移しています。

　とはいえ，製造業については，

まだ日本は頑張っているといえる

かもしれません。コロナ前水準と

比較すると，英国（2019年対比 

109.7％）や米国（同108.8％），ド

イツ（同104.9％）に続き，日本（同

104.6％）と，製造業については

日本もコロナ禍以降のキャッチア

ップは実現しています。

　問題の 1つは情報通信業。主要

7ヵ国をみると，情報通信業は，

主要産業の中でも労働生産性が比

較的安定して推移する傾向にある

といわれています。2000年以降

の年率平均上昇率は，他の 6ヵ国

がプラスとなっている中で，日本

のみ，－0.1％になっています。日本

も情報通信業の就業者数は2010

年以降，2割近く増えているため，

情報通信業全体の経済規模は成長

を実現しているのですが，肝心の

生産性の向上が伴っていません。

　一向に改善の兆しがない少子化

による人手不足は，今後さらに深

刻化することは必至ですので，人

手不足をAIの活用と 1人ひとりの

高スキル化を積極的に促進して，

まずは 1人当たりの生産性の向上

に狙いを絞って実現させること

で，豊かな日本を取り戻すことが

求められているように思います。

　なお先日の報道では，対ドルの

大幅な円安の傾向により日本のド

ル換算で示された労働生産性指標

が低くなっているという解説があ

りましたが，これは誤りです。日

本生産性本部による労働生産性指

標は各国の購買力平価に基づいて

測定されているため，短期的な為

替変動が直接影響されているもの

ではありません。もちろん，購買力

平価はもともと物価変動を勘案し

ての財やサービスの購買力ですか

ら，結果として外国為替との間に

大きな相関性があることを否定は

しませんが，単純にあたかも円高

になれば自動的に日本の労働生産

性は改善されるかのような議論は，

この問題を徒に貶めるものとして

注意が必要であると思います。
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